














裁は B5 判、54 ページ建てであり、第 2 号からは 32 ページ建てとなり、定価
は一部 10 円であった 2）。ただし、第 4 号のみ「秋季特大号」として 48 ページ
建てとなっている（表 1）。第 8 号（1945［昭和 20］年 1 月発行）は輸送船の
沈没のために東洋経済新報社に届かなかったものの、2015（平成 27）年 5 月
に増田弘が香港大学図書館で発見し、複写を同社に寄託している 3）。また、第
9 号（1945 年 2 月発行）は戦局の悪化により、印刷所に原稿が送られたものの
廃刊となった 4）。





号数（巻号） 発行年月日 総ページ数 備考
第 1 号（第 1 巻第 1 号） 1944 年 6 月 1 日 56 創刊号
第 2 号（第 1 巻第 2 号） 1944 年 7 月 1 日 32
第 3 号（第 1 巻第 3 号） 1944 年 8 月 1 日 32
第 4 号（第 1 巻第 4 号） 1944 年 9 月 1 日 48 秋季特大号
第 5 号（第 1 巻第 5 号） 1944 年 10 月 1 日 32
第 6 号（第 1 巻第 6 号） 1944 年 11 月 1 日 32
第 7 号（第 1 巻第 7 号） 1944 年 12 月 1 日 32 十二月特別号
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されており、『香港東洋経済新報』も所載の統計資料や 1942（昭和 17）年 1 月
に発足した香港占領地総督部の通達や報道資料などが参照されている。一方、
『香港東洋経済新報』そのものについての研究は発展途上にあり、『香港東洋経












であり 6）、軍務局長（1936［昭和 11］年）、第 10 師団長（1937［昭和 12］年）、
関東軍参謀長（1938［昭和 13］年）を経て 1939（昭和 14）年に予備役となっ
た。その後、1942 年 1 月に召集されて香港占領地総督部総督となり、1944（昭




















の、最終的には 1943（昭和 18）年 4 月 10 日に香港支社を開設することを決定
し、支社長に斎藤、支社副長に栂井義雄、支社員に川口弘、大串秀雄を任命し、
応召中の川口を除く全員が 1943 年 7 月までに赴任した 14）。磯谷が約束した香
港占領地総督部の援助については、日本語の活字が十分に用意されていない
という香港の実情に鑑み、総督部の管理下にあった香港印刷工場を利用して











































1 巻第 1 号の座談会「香港の産業を如何に活用すべきか」の中で次のように指
摘している 20）。


































　毎号、最終ページの第 1 段目と第 2 段目が「編輯室より」に割り当てられ、
話題ごとに行頭に星印が付されている。
　本節では、現在公知となっている『香港東洋経済新報』第 1 巻第 1 号から
第 1 巻第 7 号までの「編輯室より」について、掲載ページと概要を以下に示す。
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4.4　第 1巻第 4号（昭和 19 年 9 月号［秋季特大号］、48 頁）
（1）	電気の一般供給停止による印刷工場の運転停止に伴い刊行時期が遅れたこ
とへの謝罪と、発行遅延を活かした最新情報の掲載の報告。

























『香港東洋経済新報』第 1 巻第 4 号の「広東の貿易」を引用したことを紹介。












































5.1　第 1巻第 1号（昭和 19 年 6 月号、54 頁）










きさの五号を中心とし、五号の 8 分の 1 である〇・一二五分（約 0.047cm）が























5.2　第 1巻第 2号（昭和 19 年 7 月号、31 頁）
　第 4 項で名前が挙げられている栂井編輯長とは、栂井義雄のことである。
　栂井は 1930（昭和 5）年に東京商科大学を卒業後、1931（昭和 6）年に東洋
経済新報社に入社し、『週刊東洋経済新報』編集部、関西支局、一般経済部長、
産業部長、理事などを歴任し、1943 年に常務理事・香港支社副長に就任した。
その後、1945 年 3 月に引き揚げて編集局次長となり、戦後は取締役（1946［昭
和 21］年）、出版局長（1953［昭和 28］年）、常務取締役（1957［昭和 32］年）
などを経て、1963（昭和 38）年に専修大学経営学部教授となり、1977（昭和
52）年 3 月に定年退職している 28）。
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た」37）香港の帆船について、1942 年 2 月の日本による香港占領地総督部の設
立以前の大型帆船の就航の状況や大型船の船型の区分が概観される。また、総
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よって名義上の発行日と実際の発行日が異なっていることから、1944 年 10 月
12 日から 16 日にかけて行われた台湾沖航空戦、特に戦果が大々的に発表され
た 10 月 12 日と 13 日の戦闘が該当するものと推察される。すなわち、現在で
は誤報であったことが明らかになっているものの 56）、当時は大本営が戦果と
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して米軍機約 100 機の撃墜 57）や空母 2 隻と艦種不詳の 2 隻をそれぞれ撃沈破
した 58）ことが発表されている。なお、台湾沖航空戦に加え、1944 年 10 月 17
日に始まった米軍によるレイテ湾上陸作戦における日本側の「大戦果」につ
いては、第 1 巻第 6 号の「内外概観」欄の中で「体当り決戦最高頂」という
小見出しの下で詳述されている 59）。記事の中で掲出された表「敵艦隊及び機
動部隊に与えたる損害」の集計期間が 10 月 12 日から 11 月 5 日までとなって
いることと今号の発行日が 11 月 1 日となっていることは、第 1 巻第 5 号にお
ける名義上の発行日と実際に発行された日との間に違いのあることを傍証し
ている。
5.6　第 1巻第 6号（昭和 19 年 11 月号、32 頁）




那製糸業に関する一資料』の担当者となっている 62）。戦後は 1952（昭和 27）
年 4 月には国立国会図書館調査立法考査局社会部文教課に配属されたほか 63）、
中国近現代史の専門家 64）として国立国会図書館の論文集『レファレンス』を

































































5.7　第 1巻第 7号（昭和 19 年 12 月号［12 月特別号］、31 頁）







理事などを歴任した。また、1938 年から 4 年間昭和塾を主宰して「東亜共同
体論」80）などを提唱し、大来佐武郎らの経済人や政治家などを育成した 81）。
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政の意義を説くとともに「南支」と香港の峻別を読者に求め（第 1 巻第 1 号第 6、
7 項）、香港が戦略的安全地帯ではなく南支作戦の最前線であることを指摘し
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56 編集後記「編輯室より」から検討する『香港東洋経済新報』の特徴
（第 1 巻第 5 号第 7 項）、香港・広東の一体化を促進するために尽力する旨を表
明していること（第 1 巻第 7 号第 4 項）などは、当局の意向に沿った内容と
言える。
　一方、栂井義雄の広東地方への出張の案内と便宜の提供の依頼（第 1 巻第 2
号第 4 項）や郭玉衡の論説「香港に於ける帆船の活用」の意義の強調（第 1 巻
第 4 号第 2 項）、東亜研究所香港事務所による論文「西南経済最近の動向」を
掲載した理由の解説（第 1 巻第 4 号第 4 項）、広西省と澳門を取り上げた特別

































1996 年、469、巻末 33 頁。
2）	 同、469 頁。




第 3 号、2020 年、143-147 頁。
6）	 磯谷廉介と孫文らの交流の詳細については、以下の文献を参照せよ。小林一博『「支
那通」一軍人の光と影』、柏書房、2000 年、28-43 頁。
7）	 清沢洌『暗黒日記』、評論社、1995 年、536 頁。





13）	 東洋経済新報社編、『社内報』1943 年 4 月 14 日号、東洋経済新報社、1944 年。
14）	 東洋経済新報社百年史刊行委員会編、前掲書、469-470 頁。
15）	 同、470 頁。
16）	 石橋湛山『湛山座談』、岩波書店、1994 年、47 頁。
17）	 同上。
18）	「創刊の辞」『香港東洋経済』第 1 巻第 1 号、1944 年、4 頁。
19）	 増田、「『香港東洋経済新報』と『オリエンタル・エコノミスト』」、146 頁。
20）	「香港の産業を如何に活用すべきか」『香港東洋経済新報』第 1 巻第 1 号、1944 年、
18 頁。
21）	 同上。
22）	 小林英夫、柴田善雅『日本軍政下の香港』、社会評論社、1996 年、72-75 頁。
23）	 1942（昭和 17）年 2 月 20 日に香港占領地総督部参謀長の有末次の名義で発出さ
れた香督指第一号の第一条において香港憲兵隊の権限と任務が明示されたことは、









28）	「栂井義雄教授略年譜」『専修経営学論集』第 22 号、1977 年、187-198 頁。
29）	 同、192 頁。
30）	「サイパン将兵全員戦死す」読売報知、1944 年 7 月 19 日 1 面。
31）	 石橋湛山「林の如く静かな態度」『石橋湛山全集』第 12 巻、東洋経済新報社、2010 年、
543-545 頁。
32）	「サイパン島陥落」を伝えるニュース映画『日本ニュース』第 216 号（1944［昭和
19］年 7 月 22 日公開）でも、東京臨時第一陸軍病院の病院工場を紹介する場面で「サ
イパンの訃報に歯ぎしりし、職場では決戦増産の叫びが挙がっている。」という説
明が挿入されている。参照、「日本ニュース　第 216 号」、NHK 戦争証言アーカ
イブス、公開日未詳、https://www2.nhk.or.jp/archives/shogenarchives/jpnews/
movie.cgi?das_id=D0001300344_00000　（2020 年 6 月 5 日閲覧）。
33）	 郭玉衡「香港に於ける帆船の活用」『香港東洋経済新報』第1巻第4号、1944年、11頁。
34）	「招商局積極擴展國外航線」『南洋商報』、1947 年 8 月 2 日 4 面。
35）	「編輯室より」『香港東洋経済新報』、第 1 巻第 4 号、1944 年、48 頁。
36）	 關禮雄（林道生訳）『日本占領下の香港』御茶の水書房、1995 年、167 頁。
37）	 郭、前掲論文、10 頁。
38）	 湊忠一「広東女の恋」『文藝春秋』第 10 巻第 9 号、1932 年、214-220 頁。
39）	 湊忠一「金儲けは足元に　当世貿易思いつき」『新聞街』第 2 巻第 4 号、1948 年、
48-52 頁。
40）	 湊忠一「生き馬の目をぬく　こうしてまんまとダマされる」『新聞街』第 2 巻第 6 号、
1948 年、19-21 頁。
41）	 湊忠一「粤商人的特性」『香港東洋経済新報』第 1 巻第 4 号、1944 年、36-38 頁。
42）	 湊忠一「愛羣ホテルの鳩」『香港東洋経済新報』第 1 号第 5 巻、1944 年、20-22 頁。
43）	 湊忠一「水鏡茘枝湾」『香港東洋経済新報』第 1 巻第 6 号、1944 年、25-27 頁。
44）	 湊忠一「狐狸精と通融」『香港東洋経済新報』第 1 巻第 7 号、1944 年、26-28 頁。










［保存場所］本館 -2A-021-00［作成部局］内閣［年月日］昭和 19 年 06 月 01 日）、
https://www.digital.archives.go.jp/das/meta/M0000000000003146994　（2020 年 6
月 4 日閲覧）。
50）	 小野博司「香港軍政法序説」『神戸法學雜誌』第 67 巻第 1 号、2017 年、58 頁。
51）	 石橋、『湛山座談』、41 頁。
52）	 平賀粛学における蠟山政道の行動の詳細については、次の文献を参照せよ。堀之





54）	「創意工夫座談会」『香港東洋経済新報』第 1 巻第 5 号、1944 年、10-13 頁。
55）	「比島東方敵空母群に鉄槌」、読売報知、1944 年 9 月 25 日 1 面。
56）	 防衛研修所戦史室編『海軍捷号作戦〈1〉台湾航空戦まで』、朝雲新聞社、1970 年、
728 頁。
57）	「忽ち約百機を撃墜」、朝日新聞、1944 年 10 月 13 日 1 面。
58）	「空母二隻を撃沈破	艦種不詳二隻も屠る」、朝日新聞、1944 年 10 月 14 日 1 面。





63）	『官報』第 7585 号、1952 年、401 頁。
64）	 藤尾正人『いや、喜びです』白鷺えくれ舎、2004 年、227 頁。
65）	 国立国会図書館憲政資料室編『和田耕作関係文書目録』、2013 年、98 頁、https://
rnavi.ndl.go.jp/kensei/tmp/index_wadakousaku.pdf（2020 年 6 月 10 日閲覧）。
66）	 小原正治「広西と広西派」『香港東洋経済新報』第 1 巻第 6 号、1944 年、8-15 頁。
67）	「13. 在広東大使館事務所」、外務省外交史料館『戦前期外務省記録』（［レファレン
スコード］B14090309700［所蔵館における請求番号］M-1-3-0-2_1_004（所蔵館：
外務省外交史料館）［件名番号］016［保存場所］本館 -2A-021-00［組織歴 / 履歴（日
本語）］外務省／／大東亞［資料作成年月日］昭和 18 年 8 月 4 日～昭和 18 年 8 月
10 日（1943/08/04-1943/08/10））、https://www.digital.archives.go.jp/das/meta/
M0000000000003146994（2020 年 6 月 11 日閲覧）。
68）	『第七回国会参議院在外同胞引揚問題に関する特別委員会会議録』第 11 号、参議院、
1950 年 2 月 13 日、3 頁。
69）	 同上。
70）	 吉田正「澳門を中心とする通貨・金融事情」『香港東洋経済新報』第 1 巻第 6 号、
1944 年、16-21 頁。
71）	 同、19 頁。















83）	 平貞蔵「大東亜宣言の具体化を図れ」『大陸東洋経済』第 28 号、1945 年、11-12 頁。
84）	 平貞蔵「独仏関係と日支関係」『大陸東洋経済』第 37 号、1945 年、17-18 頁。
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<ABSTRACT>
Characteristics of The Hong Kong Toyo Keizai Shimpo 
Seen from an Editorial Note “Henshushitsu-Yori”
SUZUMURA Yusuke
The Hong Kong Toyo Keizai Shimpo ( 香港東洋経済新報 ), started in 
June 1944 and had been issue until the 8th volume was a journal edited and 
published by Hong Kong Toyo Keizai-sha, a local subsidiary of Toyo Keizai 
Shimpo-sha. It was the Office of the Governor-General, Hong Kong Occupied 
Territory which supported Hong Kong Toyo Keizai-sha to publish The Hong 
Kong Toyo Keizai Shimpo, since the officials especially Governor-General 
Lieutenant General Isogai Rensuke ( 磯谷廉介 ) required the journal to take a 
role as an organ for propaganda efforts. On the other hand, the publisher tried 
to collect information about mainland of China and Southeast Asia as well as 
Hong Kong to report an actual figure and the truth of the area. In this paper 
we examined an editorial note of The Hong Kong Toyo Keizai Shimpo entitled 
with “Henshusitu-yori” ( 編輯室より , literally “From the Editorial Office”) 
respectively. In this way we demonstrated characteristics of the journal and 
sensitive conflicts between an official task and an editorial policy, sponsorʼs 
requirements versus editorʼs ideal.
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